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女性医師等就労支援事業
（都道府県に対する補助事業）

都道府県

短時間勤務が可能な病院
再就業講習会、復職研修
実施病院

保育サポーター

保育所

悩み
・育児（保育サポーター、保育所(24時間、病児対応）など）
・勤務時間（短時間勤務なら働けるのに）
・復職への不安（講習会、実施研修などがあれば）

①相談

③紹介 ②情報収集

（事業概要）
女性医師等の再就業が困難な状況の大きな要因として、就学前の乳幼児の子育て、配偶者の転勤、日進月歩で進む医療の現場
に戻りづらい等の理由が挙げられている。離職後の再就業に不安を抱える女性医師等に対し、相談窓口を設置して、復職のための
受入医療機関の紹介や仕事と家庭の両立支援のための助言等を行い、また、医療機関における仕事と家庭の
両立ができる働きやすい職場環境の整備を行い、離職防止や再就業の促進を図る。

★相談窓口経費

★病院研修・就労環境改善経費

復職研修受入を可能とする医療機関へ
研修に必要な経費を支援

仕事と家庭の両立ができる働きやすい
職場環境の整備について取組みを行う
医療機関への支援

24年度予算（案） 23年度予算額

医療提供体制推進事業費
補助金（250億円）内数

（223,702千円）

再就業講習会事業

就業を希望する女性医師に対する講習及び医師の
採用を希望する医療機関に対する環境整備等に関
する講習会等を実施

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じた情報提供、専門
ｽﾀｯﾌによるｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸ等再就業事
業

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等を介してバンク
を知った女性医師からの登録

求職者
（ドクター）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等を介して
医療機関からの登録

求人者
（医療機関）

女性医師バンク事業

女性医師がﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応
じて働くことのできる柔軟な
勤務形態の促進を図るため、
ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ勤務等の職業斡旋
事業を実施

女性医師支援センター事業 163,060千円 （150,172千円）

24年度予算（案） 23年度予算額

※日本医師会への委託事業（Ｈ１８～）
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平成23年度 ⼥性医師等就労⽀援事業実施状況
（H24.2.10現在 交付申請状況）

相談窓⼝ 病院研修 就労環境
1 北 海 道 ○ ○
2 ⻘ 森 県 ○ ○ ○
3 岩 ⼿ 県 ○ ○ ○ ○
4 宮 城 県 ○ ○
5 秋 ⽥ 県 ○ ○ ○
6 ⼭ 形 県
7 福 島 県 ○ ○
8 茨 城 県 ○ ○ ○
9 栃 ⽊ 県 ○ ○
10 群 ⾺ 県 ○ ○ ○
11 埼 ⽟ 県 ○ ○ ○
12 千 葉 県 ○ ○ ○ ○
13 東 京 都 ○ ○ ○
14 神 奈 川 県
15 新 潟 県
16 富 ⼭ 県 ○ ○
17 ⽯ 川 県 ○ ○ ○
18 福 井 県 ○ ○ ○ ○
19 ⼭ 梨 県
20 ⻑ 野 県 ○ ○ ○
21 岐 ⾩ 県 ○ ○
22 静 岡 県
23 愛 知 県 ○ ○ ○ ○
24 三 重 県
25 滋 賀 県 ○ ○
26 京 都 府 ○ ○
27 ⼤ 阪 府 ○ ○
28 兵 庫 県 ○ ○ ○
29 奈 良 県 ○ ○ ○ ○
30 和 歌 ⼭ 県 ○ ○
31 ⿃ 取 県
32 島 根 県
33 岡 ⼭ 県 ○ ○ ○ ○
34 広 島 県 ○ ○
35 ⼭ ⼝ 県 ○ ○ ○
36 徳 島 県 ○ ○ ○
37 ⾹ 川 県
38 愛 媛 県 ○ ○
39 ⾼ 知 県
40 福 岡 県 ○ ○ ○
41 佐 賀 県 ○ ○ ○
42 ⻑ 崎 県 ○ ○ ○
43 熊 本 県
44 ⼤ 分 県 ○ ○
45 宮 崎 県 ○ ○ ○
46 ⿅ 児 島 県 ○ ○
47 沖 縄 県 ○ ○ ○

実施都道府県数 36 20 20 24

番号 都道府県名  ⼥性医師等就労⽀援事業
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２．医師臨床研修等について 

 

（１）基幹型臨床研修病院の訪問調査について 

１ 調査の趣旨 

平成２１年度の制度改正の際、基幹型臨床研修病院の指定基

準を満たしておらず、平成２３年度までの暫定的取扱いとして、

激変緩和措置の適用対象となっている病院について、臨床研修

に関する指導・管理体制及び在籍する研修医の基本的診療能力

について、訪問の上調査を行う。その結果を踏まえ、当該病院

の指定継続の適否を検討するとともに、今後の指定基準の見直

しの際の参考とする。 

なお、当該調査結果を踏まえた個々の病院の評価や当該評価

に基づく指定継続の適否の判断については、医道審議会医師分

科会医師臨床研修部会の審査を経て行うものとする。 

 

２ 調査対象 

基幹型臨床研修病院の指定に係る激変緩和措置の適用対象と

なっており、かつ、調査期間中に研修医が在籍している病院 

 

３ 調査の実施体制 

１）調査員 

３名（各地方厚生局健康福祉部医事課の職員及び厚生労働省医

政局医事課医師臨床研修推進室の職員により構成） 

２）調査期間（予定） 

平成２３年１０月 ～ 平成２４年３月 

３）調査方法 

臨床研修病院としての外形基準の審査、診療経験に関する

研修医の自己評価（アンケート）、研修医による症例呈示及

び研修医に対するインタビュー等により、研修医の基本的診

療能力と病院の指導・管理体制を調査する。 
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（２）医師臨床研修費補助金について 
 

必修化された臨床研修において、研修医が適切な指導体制

の下で研修を実施するための経費として、研修病院の開設者

に直接補助している。 
 

○ 平成24年度予算案 １３２億円（平成23年度 142億円） 
○ 補助対象事業 

 

・指導医の確保 

① 教育指導経費 １３１億円 （平成23年度 141億円） 

・プログラム責任者（副院長クラス）の配置 

・研修管理委員会の設置 

・医師不足地域及び産婦人科・小児科宿日直研修 

・大学病院や都市部の中核病院と医師不足地域の中小病

院・診療所が連携する研修プログラムの作成（新規） 

・医師不足地域の中小病院等への指導医派遣（新規）  

等 

 

・臨床研修に関する協議会運営に係る謝金、旅費、会議費

等 

② 地域協議会経費 １億円（平成23年度 1億円） 

（募集定員の調整、研修プログラムの共同開発に係るもの。） 
 

（参考：予算額の推移） 
 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

平成24年度 

（予算案） 

予算額   １６１億円  １６１億円  １６２億円  １４２億円 １３２億円 

教育指導経費 １６１億円 １６１億円 １６２億円 １４１億円 １３１億円 

地域協議会経費    １億円 １億円 

 
【補助先】公私立大学附属病院、厚生労働大臣の指定した公私立病院等 
【補助率】定額 
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現状と課題

○ 医師不足地域の病院には研修医が集まりにくく、医師不足地域の指導医・研修医の確保が課題。

臨床研修指導医確保事業 平成２４年度予算案 １０億円

○ 都市部の病院と医師不足地域の中小病院・診療所が連携した臨床研修の実施を促進。

具体的な対策

中小病院

Ａ病院 Ｂ病院 中核病院
Ｅ診療所

（例：ＡＢ病院合同研修プログラム） （例：ＣＤ病院合同研修プログラム）

研修医

指導医

研修医

指導医

医師不足地域 医師不足地域

医師不足地域

医師不足地域

中小病院

中小病院

臨床研修地域協議会

・病院や行政等の代表で構成
・病院群の形成や各病院の募集定員の調整

具体的な研修プログラムの策定を各病院の担当者で行う。

都市部

診療所

厚生労働省 協議会経費補助

医師不足地域での研修計画作成、共同
指導に係る経費を補助

Ｃ病院 Ｄ病院

中小病院 診療所

事業イメージ

・医師不足地域へ指導
医を派遣

医師不足地域の指導
医確保

・医師不足地域の研修
医が一定期間勤務

指導医・研修医の地
域偏在の是正

効 果

１年目（医師不足地域） ２年目（都市部）

Ａ病院で研修 Ｂ病院で研修

１年目（都市部） ２年目（医師不足地域）

Ｃ病院で研修 Ｄ病院・Ｅ診療所で研修

臨床研修に
関する地域
協議会

基幹型
臨床研
修病院

基幹型
臨床研
修病院

基幹型
臨床研
修病院

基幹型
臨床研
修病院

●地域の中で臨床研修病院群の形成が進まず、研修医を募集しながら全く受入
実績のない多数の臨床研修病院が存在

● 「医道審議会医師分科会医師臨床研修部会意見とりまとめ」を踏まえ、都道
府県が地域における病院の募集定員を調整できる仕組みを導入

●募集定員の調整を含め、臨床研修に関する取組を地域において検討・実施す

るためには、大学病院や臨床研修病院などで構成される病院群を構築するこ
とが有効

● 病院のネットワークにより地域全体で取組み、臨床研修の質の向上、研修医

の確保に成果を上げている類似の先行事例（岩手県、三重県、鹿児島県）が
あり、研修医の地域定着や適正配置に成果を上げているため、この取組を全
国的に促進する

・域内ネットワークを活かした特色ある研修によ
る研修医の地域定着

・病院独自の研修プログラムに反映

地域の中核病院である基幹型臨床研修病院等が中
心となって臨床研修に関する地域協議会を形成し、
共同して①、②の事業を行う。

①研修医の地域定着を図る研修プログラムの共同開発
②地域における病院群の形成や病院の募集定員に関する調整

補 助

協力型臨床
研修病院

協力型臨床
研修病院

協力型臨床
研修病院

協力型臨床
研修病院

厚生労働省

臨床研修に関する地域協議会設置促進事業

平成２４年度予算案
１億円現状と課題

具体的な対策

効 果
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（３）臨床研修制度の評価に関するワーキンググルー

プについて  

 

１．趣旨  

次回の医師臨床研修制度の見直しに向けて、臨床研

修の実施状況や地域医療への影響などに関する実態を

把握し、論点を整理する。 

 

２．主な検討項目  

① 臨床研修制度の運用状況に関する事項  

（研修医の基本的な診療能力、受入病院の指導・管理体制、研

修プログラム等）  

② 臨床研修制度の導入による影響に関する事項  

（研修医のキャリア形成、地域医療に与えた影響等）  

③ 臨床研修制度の全体的な評価に関する事項  

等  

 

３．スケジュール 

平成 24 年中を目途に検討結果を取りまとめ、医道審議

会医師分科会医師臨床研修部会に報告する。（別紙） 
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別紙  

 

臨床研修制度の評価に関するワーキンググループの 

これまでの検討内容及び今後のスケジュール 

 

第１回  平成２３年７月４日  

○  臨床研修制度のこれまでの経緯と現状について  

○  臨床研修制度に関する最近の調査結果について  

１）「初期臨床研修制度の評価のあり方に関する研究（研究代表者：桐

野高明）」  

（平成２２年度厚生労働科学特別研究事業）報告書  

２）臨床研修修了者に対するアンケート調査結果（平成 21 年､22 年）  

○  今後の議論のすすめ方について  

 

第２回  平成２３年９月１２日  

○  研修プログラムの履修状況について  

○  臨床研修制度の導入が研修医のキャリア形成に及ぼした影響について  

１） 研修医の基本的な診療能力  

２） 研修医の進路や研修の場  

 

第３回  平成２３年１１月２１日  

○  臨床研修病院の指導・管理体制について  

１）臨床研修医の評価方法等  

２）臨床研修病院における研修医の処遇  

３）臨床研修の修了状況  

 

第４回  平成２４年１月２３日予定  

○  臨床研修制度の導入が地域医療に与えた影響について  

 

第５回  平成２４年３月頃  

○  医学教育の実施状況について  

１）卒前教育  

２）生涯教育  

○  募集定員について  

 

第６回～  平成２４年内  

○  関係者からのヒアリングを中心に意見交換  

○  平成２４年内を目途に論点のとりまとめ  
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（４）専門医の在り方に関する検討会について 
 

 

１ 趣旨 

 医師の質の一層の向上及び医師の偏在是正を図ることを目的として、

専門医に関して幅広く検討を行うため、有識者の検討会を開催する。 

２ 主な検討項目 

○  求められる専門医像について 

○  医師の質の一層の向上について 

○  地域医療の安定的確保について 

○  その他   

３ スケジュール 

平成 24 年度内を目途に最終報告書の取りまとめを行う。（別紙） 
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別紙 
 

専門医の在り方に関する検討会の 

これまでの検討内容及び今後のスケジュール 

 

 

第１回 平成２３年１０月１３日 

○ 検討会開催の趣旨 

○ 専門医を取り巻く現状について 

○ 今後の議論のすすめ方について 

 

第２回 平成２３年１１月４日 

○ 専門医の在り方について 

○ 関係者・団体からのヒアリング 

（１）日本専門医制評価・認定機構 

（２）日本内科学会 

（３）日本外科学会 

 

第３回 平成２３年１２月１日 

○ 専門医の在り方について 

○ 関係者・団体からのヒアリング 

（１）医療における安心・希望確保のための専門医・家庭医（医師後期臨床研修

制度）のあり方に関する研究（平成２０年度厚生労働科学特別研究事業） 

（２）日本産科婦人科学会 

（３）日本救急医学会 

 

第４回 平成２４年１月１１日 

○ 専門医の在り方について 

○ 関係者・団体からのヒアリング 

（１）日本プライマリ・ケア連合学会 

（２）日本医師会 

（３）検討会委員 

 

第５回 平成２４年２月１６日 

○ 専門医の在り方について 

○ 関係者・団体からのヒアリング 

 

※ 以降、毎月１回程度開催予定。 

 

平成２４年夏頃 

○ 中間取りまとめ 

 

平成２４年度内目途 

○ 最終報告書の取りまとめ 
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３．医師等の資格確認について（関係通知等）

１．無資格者による医業及び歯科医業の防止について
（昭和47年1月19日付医発第76号

各都道府県知事あて厚生省医務局長通達）
最近、無資格者が医業又は歯科医業を行なつていたために摘発され

る事例が発生しているが、無資格者による医業又は歯科医業は、国民
の生命、身体に対する脅威となることはもとより、国民の医療に対す
る信頼を失墜させる原因ともなるものである。

無資格者が医業又は歯科医業を行なうことが医師法第一七条又は歯
科医師法第一七条に違反することとなるのはもとより、無資格者に医
業若しくは歯科医業を行なわせた病院若しくは診療所の開設者若しく
は管理者についても、その態様によつては、刑事責任を問われ、さら
に免許の取消等の行政処分の対象となることとなる。

貴職におかれては、都道府県医師会、都道府県歯科医師会その他関
係方面の協力を得て、左記の事項を徹底することにより無資格者によ
る医業又は歯科医業の一掃を期されたい。

記
第１ 免許資格の調査

１ 管下の病院又は診療所を対象とし、診療に従事する医師又は歯
科医師の免許資格に関する調査をすみやかに実施すること。実施
に際しては、医師又は歯科医師の免許証等有資格者であることが
確認できる書類の呈示を求める等の方法により正確な事実把握に
努めること。

２ 調査の結果、無資格者による医業又は歯科医業が行なわれてい
ることが明らかになつた事例については、刑事訴訟法第二三九条
の規定により告発すること。

第２ 病院又は診療所の開設時等における免許資格の確認
１ 医師又は歯科医師が病院又は診療所を開設する場合には、医療

法第七条の規定による病院の開設許可申請書又は同法第八条の規
定による診療所の開設届の受理に際して、有資格者であることの
確認を徹底すること。

２ 病院又は診療所の開設者又は管理者が、医師又は歯科医師を雇
用する際に免許資格を確認するよう十分の指導をすること。

第３ 医師届及び歯科医師届の励行
医師法第六条又は歯科医師法第六条の規定に基づく医師、歯科医

師の届出を未だ行なつていない者に対しては、届出を励行するよう
督促すること。

なお、これらの届出と医籍・歯科医籍との照合を行なうこととす
る予定である。

２．免許証の不正使用防止について
（昭和53年3月20日付医発第289号

各都道府県知事あて厚生省医務局長依頼）
今般、医師免許証が医師でない第三者により不正に使用されるとい

う事件が報道されたが、かかる事件等を防止する観点から貴職におか
れても、左記の事項に留意し、関係団体等と連絡を密にして、その周
知徹底を図られたい。

なお、保健所等関係機関は、亡失に伴う免許証の再交付申請があっ
た場合には、亡失事実の確認、申請者が同一人である旨の確認及び免
許資格の確認を関係書類の提示を求めて行われたい。

記
１ 免許を取得した者及びその家族は、亡失事故を起さないよう免許
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証の保留には十分な注意を払うこと。
また、盗難等により免許証が第三者に渡る可能性がある場合は、

すみやかに保健所等関係機関に通報すること。この場合貴職におい
ては、関係機関にされた通報を至急当職あて連絡されたい。

２ 各医療施設等は、免許取得者を採用するにあたっては、戸籍謄
(抄)本等の提示、履歴書の確認等の方法により採用希望者が免許取
得者であることを、十分に確認すること。

３．医師等の資格確認について
（昭和60年10月9日付健政発第676号

各都道府県知事あて厚生省健康政策局長通知）
最近、外国人医師を採用した某地において、その際の免許資格に関

する調査が十分に行われなかつたため、左記の無効医師免許証所持者
による無資格医業が行われ、保険請求まで行われていた事例が判明し
たので、今後かかる事例が再発することのないよう左記事項に十分御
留意のうえ、貴職におかれても、関係部局、貴管下保健所、病院、診
療所等関係機関に対し、周知徹底願いたい。

記
１ 無効医師免許について
(１) 元興亜医学館及び東洋医学院を卒業した別添無効医師免許証名

簿の者に医師免許証が交付されているが、これについては、既に
昭和30年8月25日発医第80号医務局長通知及び昭和51年1月23日医
事第6号医務局医事課長通知をもつて通知してあるとおり、終戦直
後の特殊な社会情勢下においてやむを得ず、法定の資格を有しな
い者であるにもかかわらず、当時の台湾(中華民国)又は朝鮮にお
いて資格取得のために使用する目的をもつて、日本国において医
業を行うことはできないという条件の下に(但し、その旨は免許証
には記されていない)、医籍に登録せずして交付されたものであ
る。

従つて、これらの者は我が国においては医師免許を有してはい
ないこと。

なお、本件免許証は昭和35年11月1日の最高裁判決により無効で
あることの判断が既に示されている。

(２) 貴管内において、上記(１)に該当する者で医業に従事している
者があるときは、当該者に対し免許証の呈示を求め、その免許が
無効であることを告知する等適宜の措置をとり、その旨当職あて
報告されたいこと。

２ 医師等免許資格の確認について
無資格医業等の防止については、昭和47年1月19日医発第76号医務

局長通知をもつて通知しているところであるが、今後とも次により
徹底の上、その一掃を図られたい。

(１) 医師及び歯科医師として、就業する目的で採用する場合には、
事前に免許証及び卒業証書の原本の提出を必ず求め、資格を有し
ていることの確認を十分行うよう指導されたいこと。

(２) 免許証を亡失している場合には、速やかに免許証の再交付申請
を行わせるよう指導されたいこと。

(３) 免許証を保持していない採用者等については、免許証の交付(国
家試験合格等による免許申請後、まだ免許証が交付されていない
者については、登録済証明書の交付)を確認した後に医業に従事す
るよう指導されたいこと。

(４) 免許資格等に疑義のある場合には、当局医事課と十分な連絡を
とること。

３ その他(略)
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医政医発第１０５号

平成１３年１１月８日

各都道府県衛生主管部（局）長 殿

厚生労働省医政局医事課長

医師免許を有しない者による脱毛行為等の取扱いについて

最近、医師免許を有しない者が行った脱毛行為等が原因となって身体に被害を受け

たという事例が報告されており、保健衛生上看過し得ない状況となっている。

これらの行為については、「医師法上の疑義について」（平成１２年７月１３日付

け医事第６８号厚生省健康政策局医事課長通知）において、医師法の適用に関する見

解を示しているところであるが、国民への危害発生を未然に防止するべく、下記のと

おり、再度徹底することとしたので、御了知の上、管内の市町村並びに関係機関及び

関係団体等にその周知を図られるようお願いする。

記

第１ 脱毛行為等に対する医師法の適用

以下に示す行為は、医師が行うのでなければ保健衛生上危害の生ずるおそれのあ

る行為であり、医師免許を有しない者が業として行えば医師法第１７条に違反する

こと。

( ) 用いる機器が医療用であるか否かを問わず、レーザー光線又はその他の強力な1
エネルギーを有する光線を毛根部分に照射し、毛乳頭、皮脂腺開口部等を破壊す

る行為

( ) 針先に色素を付けながら、皮膚の表面に墨等の色素を入れる行為2
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( ) 酸等の化学薬品を皮膚に塗布して、しわ、しみ等に対して表皮剥離を行う行為3

第２ 違反行為に対する指導等

違反行為に関する情報に接した際には、実態を調査した上、行為の速やかな停止

を勧告するなど必要な指導を行うほか、指導を行っても改善がみられないなど、悪

質な場合においては、刑事訴訟法第 条の規定に基づく告発を念頭に置きつつ、239
警察と適切な連携を図られたいこと。
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５．死因究明に関する取組について

（１）異状死死因究明支援事業
24年度予算案 23年度予算
44,544千円 （74,240千円）

監察医制度が適用されている一部の大都市圏を除き、死因究明のために必要と
なる解剖が、極めて低い実施率にとどまっている現状にかんがみ、地域における
死因究明の取組に対して財政的支援を実施することにより、死因究明の体制づく
りを推進する。

（ 対 象 経 費 ） ①事務局経費、②行政解剖を行うための経費、③死亡時画
像診断を行うための経費（施設整備、設備整備に係る経費
は除く）

（ 補 助 先 ） 都道府県
（ 補 助 率 ） 定額（1/2）
（ 積 算 単 価 ） 1か所あたり7,424千円

（２）死亡時画像診断システム整備事業

監察医制度が適用されている一部の大都市圏を除き、死因究明のために必要と
なる解剖が低い実施率にとどまっている現状にかんがみ、死亡時画像診断を導入
する医療機関等へ財政的支援を実施し、死亡時の病態把握や死因究明体制の推進
を図る。

●医療施設等施設整備費補助金のメニュー事業

24年度予算案 23年度予算
406,247千円の内数（451,386千円の内数）

（ 対 象 経 費 ） 死亡時画像診断の実施に必要な施設の新築、増改築及び改
修に要する工事費又は工事請負費

（ 補 助 先 ） 都道府県（間接補助先：市町村、厚生労働大臣が認める者）
（ 補 助 率 ） 1/2（負担割合：国1/2、都道府県1/2）
（ 積 算 単 価 ） 基準面積60㎡に別に定める単価を乗じた額

●医療施設等設備整備費補助金のメニュー事業

24年度予算案 23年度予算
749,433千円の内数（830,504千円の内数）

（ 対 象 経 費 ） 死亡時画像診断の実施に必要なＣＴ等医療機器購入費
（ 補 助 先 ） 都道府県（間接補助先：市町村、厚生労働大臣が認める者）
（ 補 助 率 ） 1/2（負担割合：国1/2、都道府県1/2）
（ 積 算 単 価 ） 1か所あたり20,000千円

334



第１回 死因究明制度に関するワーキングチーム 
 

           平成 23 年８月４日（木 )  
1 3 ： 3 0 ～ 1 4： 0 0  
官 邸 ３ 階 南 会 議 室  

 

議 事 次 第 
 

１．開会 
 
２．議長挨拶（仙谷内閣官房副長官） 
 

３．議題 
 

(1) 死因究明制度に関するワーキングチーム幹事会の設置について 
 
(2) 死因究明に関する現状とこれまでの検討状況について 
 
(3) 今後の検討事項及び検討スケジュールについて 

 
４．意見交換 
 
５．副議長挨拶（瀧野内閣官房副長官） 
 
６．閉会 
 

 

 
<配付資料> 

 
資料１ 死因究明制度に関するワーキングチームの設置について 

      死因究明制度に関するワーキングチーム幹事会（案） 
資料２ 死因究明に関する現状とこれまでの検討状況について 
資料３ 今後の検討事項（案） 
資料４ 検討スケジュール（案） 
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1

死因究明に関する現状とこれまでの検討状況について

１ 死因究明に関する現状

警察における死体取扱総数の増加

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000
死体取扱総数（体）

119,396体

171,025体

H13           H14          H15           H16          H17          H18          H19          H20          H21          H22

● 平成１０年以降４３件の犯罪死見逃し事案が発覚。平成１９年には、いわゆる時津風
部屋事件※が発生し、死因究明に対する社会的関心が高まる。

※ 大相撲の時津風部屋において、稽古と称して暴行を加えられた力士が死亡した事案について、当初、警察が病死
と判断したが、遺族からの強い要望により解剖が行われ、犯罪死であることが判明したもの。

犯罪死の見逃し事案の発覚

資料２

2

２ これまでの検討状況

H２２．１ 警察庁において「犯罪死の見逃し防止に資する死因究明制度の在り方に関する
研究会 」を設置

H２３．４ 最終報告「犯罪死の見逃し防止に資する死因究明制度の在り方について」を公表

● 法医解剖制度（仮称）の創設

● 法医学研究所（仮称）の設置

● 法医学的検査の導入

● 解剖医体制の強化

● 薬毒物検査の拡充

● 検案の高度化

● 検視・死体見分の高度化

● 身元確認の高度化

● 死体関連初動捜査力の向上

● 解剖
・ 解剖医の不足から解剖率が低い
・ 犯罪性が不明な場合の解剖を行う
制度が構築されていない

・ 薬毒物検査が十分行われていない

● 検案
・ 法医学的知見が必ずしも十分と
言えない医師が死体の外表検査
のみで死因等を判断し、解剖の
要否等について警察官に助言

● 検視・死体見分
・ 警察官の法医学的知見が不足

問題点 提言

H２２．７ 中間取りまとめ（刑事調査官の増員、装備資機材の一層の活用等、早急に対応
策を講じるべき事項について提言）
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資料３

今後の検討事項（案）

① 法医解剖制度（仮称）の創設及び法医学研究所（仮称）の設置

犯罪によるものかどうか不明な死体について、遺族の承諾がない場合でも解剖を実

施できるようにするため、新たに法医解剖制度を創設し、同制度に対応するための組織

として法医学研究所を設置

② 法医学的検査の導入

警察が死体を取り扱う際に薬毒物の影響や死体内部の異常を把握できるようにするた

め、遺族の承諾がない場合でも必要な検査を実施できるようにすることを検討

③ 解剖医体制の強化

諸外国と比べても低い我が国の解剖率を引き上げるため、解剖医の体制について検討

④ 薬毒物検査の拡充

新たに創設される法医解剖を行う際にも薬毒物検査を実施することを検討

⑤ 検案の高度化

法医学的知見を有する医師が検案に専従することを可能とする方策について検討

⑥ 検視・死体見分の高度化

現在検視の対象となっていない一定の死体について検視の対象とし、それによる事

務量の増加に対応するため、事務の合理化を行うことを検討

⑦ 身元確認の高度化

死体の状態等から身元確認が困難な場合であっても迅速・的確に身元確認を実施する

ための方策について検討

⑧ 死体関連初動捜査力の向上

警察が死体を取り扱う際、各種初動捜査が迅速・的確に行うことができる方策を検

討
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資料４

検討スケジュール（案）

23年７月26日 ワーキングチーム設置の犯罪対策閣僚会議申合せ

23年８月４日 第１回ワーキングチーム
○ 今後の検討事項等について

23年11月目途 第２回ワーキングチーム
① 法医解剖制度（仮称）の創設及び法医学研究所（仮称）の
設置について
② 法医学的検査の導入について

23年12月目途 犯罪対策閣僚会議へ①②の検討状況を報告

24年５月目途 第３回ワーキングチーム
③ 解剖医体制の強化について
④ 薬毒物検査の拡充について
⑤ 検案の高度化について
⑥ 検視・死体見分の高度化について
⑦ 身元確認の高度化について
⑧ 死体関連初動捜査力の向上について

24年６月目途 犯罪対策閣僚会議へ③～⑧の検討状況を報告

24年11月目途 第４回ワーキングチーム
○ ワーキングチームの検討結果の取りまとめ

24年12月目途 犯罪対策閣僚会議へワーキングチームの検討結果を報告
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